
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（1）固定資産の減価償却の方法	
　　建物・構築物・機械及び装置・車輌運搬具・器具及び備品									
　  平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得したものについ	
　ては定額法によっている。	
（2）引当金の計上基準	
   ①退職給付引当金	
    岩手県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している。	
    職員に係る掛金納付額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。	
   ②賞与引当金	
    職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している。	
（3）消費税等の会計処理	
    消費税等の会計処理は、税込方式によっている。	
（4）リース資産	
   ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産	
     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。	
   ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産	
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。	
（5）有価証券の評価基準及び評価方法	
   ・満期保有目的の債券等について、償却原価法（定額法） によっている。 	
   ・上記以外の有価証券で時価のあるものについて、決算日の市場価格に基づく時価法によっている。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、岩手県県社会福
祉協議会の退職共済制度によっている。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
(2)事業区分別内訳表（会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三
様式）
(4)収益事業及び公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第
三号第三様式）
(5)各拠点区分におけるサービス区分の内容
　ア　青雲荘拠点区分（社会福祉事業）
　　　「法人本部」
　　　「児童養護施設青雲荘」
　イ　清和荘拠点区分（社会福祉事業）
　　　「養護老人ホーム清和荘」
　　　「在宅老人短期保護事業所」
　　　「指定特定施設入居者生活介護事業所」
　　　「指定訪問介護事業所」
　　　「短期入所生活介護事業所」
(2)及び(4)について、該当しないため作成を省略している。

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 
　　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　93,340,000円 
　　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　     224,663,625円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 318,003,625円 

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

計算書類に対する注記(法人全体用)

基本財産の種類
土地
建物
投資有価証券

289,111,780
500,591,911
10,000,000

799,703,691

0
0
0
0

0
29,602,621

0
29,602,621

289,111,780
470,989,290
10,000,000

770,101,070



担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   
　　　　　　設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）　　　　　   38,976,000円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  38,976,000円

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位:円)

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

147,621,168 148,004,510 383,342

種類及び銘柄
千葉県平成26年度第9回公募公債

第413回大阪府公募公債
愛知県平成27年度第15回公募公債

横浜市令和3年度公募公債
新潟市令和元年度第1回公募公債

第466回大阪府公募公債
東京電力ﾊﾟﾜｰ
シングルネーム・ｸﾚｼﾞｯﾄﾘﾝｸ債

岩手県平成27年度第6回公債

合計

10,000,000 10,000,000 0
10,000,000 10,152,970 152,970

20,000,000 19,792,260 △ 207,740
19,221,168 19,267,900 46,732

15,000,000 14,934,000 △ 66,000
10,000,000 9,906,000 △ 94,000

20,000,000 19,951,200 △ 48,800
20,000,000 20,303,000 303,000

帳簿価額 時価 評価損益
23,400,000 23,697,180 297,180

基本財産
建物

小計
その他の固定資産

753,340,501

構築物
機械及び装置
車輌運搬具
器具及び備品

建物

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

753,340,501

5,121,054
1

73,268,707
826,609,208

282,351,211
282,351,211

261,394
20,146,644

299,826
11,800,318

871,608
25,267,698

299,827

470,989,290
470,989,290

610,214

1,683,992
4,058,608

11,473,869
482,463,159

29,286,656
61,794,838

344,146,049

13,484,310
33,345,264

小計
合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
18,503,581

715,334
0
0
0

18,503,581
715,334

19,218,915
未収補助金

合計 19,218,915

事業未収金


